






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































〔注 6〕 　私は本稿でも前掲拙稿に続いて NHK を批判していますが，一方で「韓
国語」と呼ばないための抵抗だと同情的に見ることもできると思ってい
ます（NHK は部内では「朝鮮語」を用いています）．私が加入している
あるメーリングリストでは，高校で朝鮮語を教えている韓国人教員が，
科目名に関する話題で次のように書いています（2011.7.26 発信．具体名
は伏せました）．
 　「お世話になっております．□□県立「□□高校」韓国語非常勤です．
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3 年生の選択科目で「ハングル初級」となっております．しかし，これ
まで学校側に，ジワリジワリ言い続けてきて，来年度からは，「韓国語」
初級に変えてもらうことになっております．」
 　このことについては小倉紀蔵「朝鮮語─思考停止の外国語」『マルチ
言語宣言』（2011 京都大学学術出版会）に非常に興味深い指摘がありま
す．いわく，韓流ブームに対してこの著者は「せっかく日本人がこれほ
ど朝鮮語の世界に強い関心を示したという千載一遇の機会が訪れたのだ
から，そのことを積極的に評価し，朝鮮語の多様化・豊穣化というプロ
ジェクトを推進すべきなのだった」と考えながら，「しかしここにまた，
障壁が立ちふさがる．それは，朝鮮語を母語とする人びとのナショナリ
ズムに起因していた」とし，さらに「日本のさまざまな大学で，韓国人
教員によって，「朝鮮語」という呼称を「韓国語」に変えるという「運動」
が派手に展開されている．日本の大学センター入試の試験科目名は，韓
国政府の要望によって「韓国語」となった」と述べています．
〔注 7〕 　南相瓔前掲論文によれば民団（現大韓民国民団．在日韓国人の権益擁
護団体）は NHK 朝鮮語講座の名称に対する韓国の反発を受けて「今後
あらゆる手段をもって『韓国語』ないし『ハングル語』という名称で講
座を開設するよう働きかけていく」と表明したそうです．また矢作勝美
「「NHK に朝鮮語講座を」運動の八年」『三千里』38（三千里社 1984）に
よれば「NHK に朝鮮語講座の講座を要望する会」の活動成果が〔図 11〕
のように明らかになった直後，民団は「韓国語講座」の開設を NHK
に要望する一方「組織をあげて「韓国語講座」の署名運動を開始し」，
NHK に対する要望書には「一部朝総連や，その雇われ文化人に惑わさ
れないよう」と，「要望する会」を中傷する文章が書かれていたとあり
ます．
 　一方で，大学入試センター試験に朝鮮語を導入する動きがあったとき
の新聞報道によれば「かつて「韓国語にしろ」と NHK に強硬に求めた
在日本大韓民国民団では，今回，特に注文をつける動きはない」という
態度でした（『朝日新聞』2001.1.9）．しかし過去の行動に対して「謝罪」
はしていません．
〔注 8〕 　北朝鮮では李氏朝鮮のことを「朝鮮〔チョソン〕」ではなく通常「李朝〔リ
ヂョ〕」と呼びます．この名称を用いるのは韓国の主張する理由からでは
なく異義語を避けるための言語上の問題からだということがこの事実か
らもわかると思います．
〔注 9〕 　前掲拙稿で同じ吉田光男氏の論文を引き，「事実の指摘としては正しい
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が，あくまでもこれは韓国の立場ではそうだということであり，「「日本
人による日本語での呼称」という視点を採ることを大前提とする」とい
う主体的な姿勢の対極にあるものといわざるをえない」と書いたところ，
吉田氏本人から電子メールをもらいました．私信ではありますが，ここ
では吉田氏は影響力をもつ「公人」だと判断し，以下に抜粋します（2004.4.20
発信）．
 　「ただし，私が新聞に書いた文章の評価において，私が韓国の言い分を
鵜呑みにする＝迎合するかのように読みとれるのが気に掛かります．（93
頁）「吉田光男（2001）は，事実の指摘としては正しいが」としながら，「あ
くまでもこれは韓国の立場ではそうだということであり」とありますが，
それが私の文章の大前提です．そして，これを，「主体的な姿勢の対極に
あるものといわざるをえないのである」と批判されていますが，私の文
章の趣旨から言って，このような評価が出てくるのは意外です．（中略）
いずれにしても，文章は公表した以上，筆者の手を離れた理解の場にさ
らされます．誤解を生んだとしたら，筆者である私が反省しなければな
りません．
 　上のように読み取る根拠について，お教え下されば幸です．今後の糧
といたします」
 　私は「読み取る根拠」について返信をしました（長いのでここでは省
略します）が，その後それに対する返信はありません．この文章が単に
韓国の主張を中立的に紹介しただけなのか，みなさんにも判断をあおぎ
たいと思います．
 　吉田氏自身が「李氏朝鮮」を問題だと思わないのであれば，『東アジア
の歴史と社会』（放送大学教育振興会 2010）などで吉田氏が徹底して「李
氏朝鮮」や「李朝」を用いないのはどういう理由によるものなのでしょう．
たとえば「おおむね古代・高麗・朝鮮・近代」のように「朝鮮」を王朝
名として用いながら同じページで「渤海を朝鮮と認識するのは朝鮮王朝
時代になってから」と書いています．こちらでは「朝鮮」は包括的な名
称です．たしかに「渤海を朝鮮と認識するのは朝鮮になってから」では
意味が通りませんし，一方で「おおむね古代・高麗・朝鮮王朝時代・近
代」というのもアンバランスな表記でおかしいと思ったのでしょう．従
来どおり「李朝」や「李氏朝鮮」を用いればこのような表記上の苦労は
起こりません．何も吉田氏のみをやり玉にあげるのではなく，学術誌『朝
鮮学報』の歴史論文など，みなこの調子です．
〔注 10〕 　大韓民国独立以降の歴史を限定してあらわす場合，書名などでは「大
Hosei University Repository
42
韓民國史〔テハンミングクサ〕」となるようです．
〔注 11〕 　第２章では同一の漢字表記による意味の違いに関する議論は行なわな
いので，単語にカッコで読み方をつけるのは省略します．また漢字もす
べて日本式のものを用います．
〔注 12〕 　日本で発行されている中国語学習書や辞書などには多くの場合中国の
地図が描かれていますが，中国大陸と台湾を合わせて「中国」としてい
るものがほとんど（さすがにこれを「中華人民共和国」としているもの
は『中日辞典』（小学館 1992）ぐらいしか見当たりません）です．「中華
人民共和国」式の簡体字中国語を学ぶのだから，という理由もあるかも
しれませんが，政治的立場まで中国に合わせる必要があるのでしょうか．
私たち朝鮮語教育にたずさわる者は，ふつう「大韓民国」式朝鮮語を教
えますが，朝鮮語学習書や辞書に，朝鮮半島全土を「大韓民国」とする
地図が描かれるということは想像することもできません．
〔注 13〕 　韓国のデータは同国「外交通商部」ウェブサイトによります．北朝鮮
のデータは同国政府の公式ウェブサイトがないので，韓国「統一部」ウ
ェブサイト上の資料（「北朝鮮概要 2009」http://www.unikorea.go.kr/
data/2009_north.pdf）に依拠します（2011.11.10 接続）．
 前者 URL　http://www.mofat.go.kr/
 後者 URL　http://www.unikorea.go.kr/
〔注 14〕 　「中華人民共和国」および「中華民国」のデータは両国「外交部」ウェ
ブサイトによります（2011.11.10 接続）．
 前者 URL　http://www.fmprc.gov.cn/
 後者 URL　http://www.mofa.gov.tw/
〔注 15〕 　両新聞の記事に添付される地図がつねにこうだと主張するのではあり
ません．
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